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計画策定の趣旨1

本市では、「宇治市環境保全計画」（2000（平成12）年3月策定）において、地球温暖化対策

を含めた総合的、体系的な環境保全施策を掲げ、環境行政に取り組んできました。

その中で、2008（平成20）年3月、地球環境保全のための具体的な行動プランとして、「宇治

市地球温暖化対策地域推進計画」（以下、前計画という）を策定し、市民・事業者・市の各主体の

協働による推進組織“宇治市地球温暖化対策推進パートナーシップ会議（愛称：ｅｃｏット宇

治）”を中心に、地球温暖化防止につながるさまざまな取組みを行ってきました。

このたび、前計画が2013（平成25）年3月に計画期間終了を迎えることから、その後の新た

な計画として「宇治市第2次地球温暖化対策地域推進計画」（以下、本計画という）を策定しまし

た。

近年、地球温暖化による影響はますます深刻化しており、温室効果ガスの削減について国際社会

で活発な議論がなされるなど、地球温暖化問題は、今や最も重要な環境問題のひとつとなっていま

す。

そのような中、日本では2008（平成20）年6月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」

（以下、温対法という）が改正され、地球温暖化対策として“地域の自然的社会的条件に応じた施

策”のさらなる推進が求められています。

さらに、2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災を契機に、災害対策とともに、大量

に資源・エネルギーを消費するこれまでの社会を見直し、持続可能な社会を構築する必要性が改め

て認識されています。

地球温暖化防止のためには、エネルギー問題や廃棄物対策、環境負荷の低減、自然環境の保全、

および経済成長など、さまざまな側面を総合的に捉えなければなりません。そのためには、地域の

特性を踏まえた持続可能な低炭素社会の形成をめざし、地域活性化にも資するような対策を行う必

要があります。

本計画は、このような社会情勢の変化に対応し、前計画における取組みや現状を踏まえた上で、

より実効性のある地球温暖化対策についての今後の長期的な方向性を示すことを主な目的としてい

ます。

また、本計画は、「宇治市第2次環境保全計画」と整合を図り、将来的な市の望ましい環境像 

“宇治の豊かな「歴史・文化」と「自然」を守り育て、将来にわたって安心して暮らせる「ふるさ

と宇治」”の実現について、総合的、一体的に進めることをめざすものとします。

エ コ



2 3

第1章　計画策定の趣旨と背景

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

資
料
編

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

資
料
編

地球の気温は、太陽から流れ込む日射エネルギーと地球から宇宙に放出される熱放射のバランス

により、一定（平均気温約14℃）に保たれています。このバランスを保っているのが、大気中に

含まれる二酸化炭素、メタン、フロン＊類などの「温室効果ガス」です。仮に温室効果ガスが存在

しない場合、地球の気温は－19℃まで下がるといわれており、地球上の生物が生存するためには

必要不可欠な存在です。

ところが、現在この温室効果ガスの濃度が上昇し、温室効果が必要以上に高まったことにより、

地球規模での気温の上昇が進行しています。これが「地球温暖化」です。

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）第4次報告書によると、地球の平均気温は1906年

～2005年の100年間で0.74（0.56～0.92）℃上昇しています。さらに、21世紀末の平均気

温上昇は、環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する「持続発展型社会」の場合では約1.8

（1.1～2.9）℃、化石エネルギー源を重視した「高成長社会シナリオ」の場合では約4.0（2.4～

6.4）℃と予想されています。

日本の年平均気温についても100年あた

り約1.15℃の割合で上昇しており、特に

1990年代以降、高温となる年が頻出して

います。

（１） 地球温暖化とは
地球温暖化により気温が上昇すると、海面が上昇し陸地が減少するおそれがあります。また、大

気中の二酸化炭素の増加による海洋の酸性化が進行し、生態系に異変が生じることも予測されま

す。

ほかにも、豪雨や干ばつなどの異常気象の増加、農業や水資源への影響による食糧危機、マラリ

アなどの感染症の流行など、自然環境から人間の生活環境まで、さまざまな影響が懸念されていま

す。

日本においても、熱帯夜や豪雨日数の増加、熱中症患者の増加、ブナ林の減少やサンゴの白化な

ど生態系への影響の拡大、農作物の品質低下、季節型産業の衰盛など、社会的・経済的な影響が懸

念されます。

また、都市部では気温が大幅に上昇するヒートアイランド＊現象が起きており、住民の生活や健

康に影響を及ぼすことから、地球温暖化の影響と合わせて問題視されています。

（２） 地球温暖化による影響地球温暖化とその影響2

地球は、太陽からの日射エネルギーにより温められ、
それとほぼ同じだけの熱を宇宙に放出します。
二酸化炭素などの物質は、地球から放出される熱を吸

収し、地球側に返す性質を持っています。この性質に
よって地球に「温室効果」をもたらすことから、「温室
効果ガス」と呼ばれています。
19世紀以降、産業の発展に伴い、化石燃料が大量に

消費されるようになりました。これにより二酸化炭素な
どの温室効果ガスが多く排出され、温室効果ガスの濃度
が上昇しています。

温室効果ガスとは？

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター

出典：気象庁

＋1.5

＋1.0

＋0.5

0.0

－0.5

－1.0

－1.5
1890 1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 20202010

CPD/JMACPD/JMA

（年）

全国の年平均気温平年差

平
均
気
温
平
年
差（
℃
）

■ 日本の年平均気温の変化

水

世界平均気温の変化に伴う影響の事例
（影響は、適応の程度、気温変化の速度、社会経済の経路によって異なる）

0 1 2 3 4 5℃

0 1 2 3 4 5℃

生態系

食料

沿岸域

健康

「重大な」はここでは40％以上と定義する。 2000年から2080年までの海面水位平均上昇率4.2mm/年に基づく

1980～1999年に対する世界年平均気温の変化（℃）

湿潤熱帯地域と高緯度地域における水利用可能量の増加

中緯度地域及び半乾燥低緯度地域における水利用可能量の減少と干ばつの増加

数億人の人々が水ストレスの増加に直面

サンゴの白化の増加

最大30％の種の絶滅
リスクが増加

はとんどのサンゴが
白化

～40％の生態系が影響を
受ける

広範囲にわたるサンゴの
死滅

陸域生物圏の正味の炭素放出原化が進行
～15％

海洋の深層循環が弱まることになる生態系の変化

洪水及び防風雨による被害の増加

栄養不足、下痢、心臓・呼吸器系疾患、感染症による負担の増加

熱波、洪水、干ばつによる罹病率及び死亡率の増加

いくつかの感染症媒介動物の分布変化

保健サービスへの重大な負担

低緯度地域における穀物生産性の
低下傾向
中緯度地域におけるいくつかの
穀物の生産性の増加傾向

いくつかの地域における
穀物の生産性の低下

毎年さらに数百万人が沿岸域の洪水に
遭遇する可能性がある

低緯度地域における全て
の穀物の生産性低下

種の分布範囲の移動及び森林火災のリスクの増加

小規模農家、自給農業者、漁業者への複合的で局所的な負の影響

世界の沿岸湿地の
約30％の消失

地球規模での重大な
絶滅

出典：ＩＰＣＣ第4次評価報告書 統合報告書政策決定者向け要約 翻訳（環境省）

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター
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1997（平成9）年12月に京都で開催されたＣＯＰ3（第3回気候変動枠組条約締約国会議）で

採択された、「京都議定書」は、2005（平成17）年2月、発効条件を満たしたことにより、法的

拘束力が発生しました。

その後の2007（平成19）年、日本は世界全体の排出量の半減を2050（平成62）年までに実

現することを全世界の共通目標として提案する「美しい星50（クールアース50）」を発表しまし

た。また、2008（平成20）年7月、北海道の洞爺湖で開かれたサミット（主要国首脳会議）に

おいて、「2050（平成62）年までに世界全体の排出量の少なくとも50％削減を達成する目標を

ＵＮＦＣＣＣ（気候変動枠組条約）の締約国と共有し、採択することを求める」ということで合意

しました。

さらに、2009（平成21）年7月、イタリアで開催されたＧ８首脳会合の首脳宣言では、「世界

全体の平均気温上昇を2℃以内に抑える」目標に加え、2050（平成62）年までに「先進国全体

で1990（平成2）年比80％以上削減する」といった具体的な削減率が盛り込まれました。

一方、京都議定書の第一約束期間終了後、2013（平成25）年以降の国際的枠組みの構築に向

け、活発な議論が行われています。

2009（平成21）年12月、デンマークのコペンハーゲンで開催されたＣＯＰ15においては、

具体的な数値目標を示すには至らず、気温上昇を2℃以内に抑えるため世界全体の排出量を大幅に

削減する必要性や、各国による2020（平成32）年の削減目標の提出などを盛り込んだ「コペン

ハーゲン合意」について「留意する」に留まりました。

その後、2010（平成22）年11月、メキシコのカンクンで開催されたＣＯＰ16においては、

森林破壊防止対策や、各国の気候変動対策の実施状況の検証、発展途上国の地球温暖化対策を支援

する「グリーン気候基金」の設立などを盛り込んだ「カンクン合意」が採択されました。

2011（平成23）年11月、南アフリカのダーバンで開催されたＣＯＰ17においては、2013

（平成25）年以降の京都議定書第二約束期間の設定に向けた合意（日本を含む数カ国は不参加を

表明）、アメリカや新興国を含めた将来の国際的枠組みについて、新たな法的文書を2015（平成

27）年に採択、2020（平成32）年から発効することについての合意がなされました（「ダーバ

ン合意」）。

これを受けて、2012（平成24）年11月、カタールのドーハで開催されたＣＯＰ18において

は、京都議定書の第一約束期間を引き継ぎ、第二約束期間を2013（平成25）年に開始、2020

（平成32）年までの8年間とすること、2020（平成32）年以降の国際的枠組みづくりに向けた

作業計画などを盛り込んだ「ドーハ合意」が採択されました（京都議定書第二約束期間について、

日本は不参加）。

現在、新たな国際的枠組みの構築に向け、国際交渉はさらに活発化しています。

（１） 国際社会
京都議定書発効を受け、国は、2005（平成17）年4月に「京都議定書目標達成計画」を策定

しました。この計画は、京都議定書の6％削減目標の達成に向けた、地球温暖化対策の基本的な方

向を示すものとなっています。2008（平成20）年3月の全面改定では、新たな削減対策の追加

など、削減目標の確実な達成に向けた取組みの強化を図りました。

また、2008（平成20）年6月に改正した温対法には、排出抑制など指針の策定や、地方公共

団体実行計画の拡充、温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の対象拡大などを盛り込んでいま

す。

一方、2007（平成19）年には、世界全体の排出量の半減を2050（平成62）年までに実現す

ることを全世界の共通目標とすることを提案する「美しい星50（クールアース50）」を発表、

2008（平成20）年1月ダボス会議では、世界の排出量を10～20年の間にピークアウトし、

2050（平成62）年には少なくとも半減するという「クールアース推進構想」を表明しました。

これを受けて、2008（平成20）年7月には、「低炭素社会づくり行動計画」を閣議決定し、

「2050（平成62）年までに温室効果ガスを現状から60～80％削減する」という長期目標を定

めています。

さらに、国は2009（平成21）年12月のＣＯＰ15において「コペンハーゲン合意」に賛同

し、すべての主要国による公平かつ実効性のある国際的な枠組みの構築と意欲的な目標の合意を前

提に、「温室効果ガスを2020（平成32）年までに1990（平成2）年比25％削減する」という

中期目標を提出しました。これを受けて、中長期目標（1990（平成2）年比で2020（平成

32）年までに25％削減、2050（平成62）年までに80％削減）を達成するための法整備やロー

ドマップについての検討、国民運動「チャレンジ25キャンペーン」の展開など、さまざまな取組

みが進められました。

しかしその後、2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災に伴い発生した東京電力福島

第一原子力発電所事故により、原子力発電の是非を含め、現行のエネルギー政策についての見直し

がなされています。

2011（平成23）年11月のＣＯＰ17において、国は、すべての主要国による包括的な枠組み

の構築に資さないことから、京都議定書の第二約束期間の取組みについて不参加を表明しました。

その一方、世界全体での温暖化対策を進めるべきという「世界低炭素成長ビジョン－日本の提言」

を表明するとともに、日本が地球温暖化問題に積極的に取り組んでいることを説明しています。

また、2012（平成24）年6月には、エネルギー・環境会議（2011（平成23）年6月設置）

により「エネルギー・環境に関する選択肢」が提示され、今後のエネルギー政策について、意見聴

取会の開催や世論調査、パブリックコメントの実施などによる国民的議論が展開されました。

さらに、2012（平成24）年12月には、都市の低炭素化を図るため、市町村による低炭素まち

づくり計画の作成や低炭素建築物の普及推進などを盛り込んだ「都市の低炭素化の促進に関する法

律」が施行されました。

（２） 国前計画策定後の国内外の動向3
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1997（平成9）年12月に京都で開催されたＣＯＰ3（第3回気候変動枠組条約締約国会議）で

採択された、「京都議定書」は、2005（平成17）年2月、発効条件を満たしたことにより、法的

拘束力が発生しました。

その後の2007（平成19）年、日本は世界全体の排出量の半減を2050（平成62）年までに実

現することを全世界の共通目標として提案する「美しい星50（クールアース50）」を発表しまし

た。また、2008（平成20）年7月、北海道の洞爺湖で開かれたサミット（主要国首脳会議）に

おいて、「2050（平成62）年までに世界全体の排出量の少なくとも50％削減を達成する目標を

ＵＮＦＣＣＣ（気候変動枠組条約）の締約国と共有し、採択することを求める」ということで合意

しました。

さらに、2009（平成21）年7月、イタリアで開催されたＧ８首脳会合の首脳宣言では、「世界

全体の平均気温上昇を2℃以内に抑える」目標に加え、2050（平成62）年までに「先進国全体

で1990（平成2）年比80％以上削減する」といった具体的な削減率が盛り込まれました。

一方、京都議定書の第一約束期間終了後、2013（平成25）年以降の国際的枠組みの構築に向
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2009（平成21）年12月、デンマークのコペンハーゲンで開催されたＣＯＰ15においては、

具体的な数値目標を示すには至らず、気温上昇を2℃以内に抑えるため世界全体の排出量を大幅に

削減する必要性や、各国による2020（平成32）年の削減目標の提出などを盛り込んだ「コペン
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森林破壊防止対策や、各国の気候変動対策の実施状況の検証、発展途上国の地球温暖化対策を支援

する「グリーン気候基金」の設立などを盛り込んだ「カンクン合意」が採択されました。

2011（平成23）年11月、南アフリカのダーバンで開催されたＣＯＰ17においては、2013

（平成25）年以降の京都議定書第二約束期間の設定に向けた合意（日本を含む数カ国は不参加を

表明）、アメリカや新興国を含めた将来の国際的枠組みについて、新たな法的文書を2015（平成
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ン合意」）。
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京都議定書発効を受け、国は、2005（平成17）年4月に「京都議定書目標達成計画」を策定

しました。この計画は、京都議定書の6％削減目標の達成に向けた、地球温暖化対策の基本的な方

向を示すものとなっています。2008（平成20）年3月の全面改定では、新たな削減対策の追加

など、削減目標の確実な達成に向けた取組みの強化を図りました。

また、2008（平成20）年6月に改正した温対法には、排出抑制など指針の策定や、地方公共

団体実行計画の拡充、温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の対象拡大などを盛り込んでいま

す。

一方、2007（平成19）年には、世界全体の排出量の半減を2050（平成62）年までに実現す

ることを全世界の共通目標とすることを提案する「美しい星50（クールアース50）」を発表、

2008（平成20）年1月ダボス会議では、世界の排出量を10～20年の間にピークアウトし、

2050（平成62）年には少なくとも半減するという「クールアース推進構想」を表明しました。

これを受けて、2008（平成20）年7月には、「低炭素社会づくり行動計画」を閣議決定し、

「2050（平成62）年までに温室効果ガスを現状から60～80％削減する」という長期目標を定

めています。

さらに、国は2009（平成21）年12月のＣＯＰ15において「コペンハーゲン合意」に賛同
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提に、「温室効果ガスを2020（平成32）年までに1990（平成2）年比25％削減する」という
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ドマップについての検討、国民運動「チャレンジ25キャンペーン」の展開など、さまざまな取組

みが進められました。

しかしその後、2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災に伴い発生した東京電力福島

第一原子力発電所事故により、原子力発電の是非を含め、現行のエネルギー政策についての見直し

がなされています。

2011（平成23）年11月のＣＯＰ17において、国は、すべての主要国による包括的な枠組み

の構築に資さないことから、京都議定書の第二約束期間の取組みについて不参加を表明しました。

その一方、世界全体での温暖化対策を進めるべきという「世界低炭素成長ビジョン－日本の提言」

を表明するとともに、日本が地球温暖化問題に積極的に取り組んでいることを説明しています。

また、2012（平成24）年6月には、エネルギー・環境会議（2011（平成23）年6月設置）

により「エネルギー・環境に関する選択肢」が提示され、今後のエネルギー政策について、意見聴

取会の開催や世論調査、パブリックコメントの実施などによる国民的議論が展開されました。

さらに、2012（平成24）年12月には、都市の低炭素化を図るため、市町村による低炭素まち

づくり計画の作成や低炭素建築物の普及推進などを盛り込んだ「都市の低炭素化の促進に関する法

律」が施行されました。

（２） 国前計画策定後の国内外の動向3
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京都府は、2005（平成17）年12月に制定した「京都府地球温暖化対策条例」において、温室

効果ガス排出量を“2010（平成22）年度までに1990（平成2）年度比10％削減する”という

数値目標を盛り込みました。そして、その目標達成のため、2006（平成18）年10月「京都府地

球温暖化対策推進計画」を策定し、各分野における具体的な地球温暖化対策を掲げました。

さらに2010（平成22）年10月には、「京都府地球温暖化対策条例」の改正を行い、2011

（平成23）年度以降の温室効果ガス排出量について、中期的な目標として“2030（平成42）年

度までに1990（平成2）年度比40％削減する”こと、さらに、この目標を着実に達成するため

に、“2020（平成32）年度までに1990（平成2）年度比25％削減する”ことを新たな目標と

して設定しています。それとともに「新京都府環境基本計画」を策定し、環境行政の基本的な方向

を示しています。

また、2011（平成23）年7月、新計画として「京都府地球温暖化対策推進計画」を策定し、

改正条例に基づく温室効果ガスの削減目標を達成するための方策を示し、地球温暖化対策に取り組

んでいます。

（３） 京都府

計画の位置づけ1

本市では、宇治市環境保全基本条例の基本理念にのっとり、策定した宇治市第2次環境保全計画

の中で、総合的な環境保全施策を示しています。

また、温対法第20条第2項によると、市町村は“その区域の自然的社会的条件に応じて、温室効

果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施するように努めるもの

とする”とされています。

このため本計画は、上位計画である宇治市第2次環境保全計画における地球温暖化対策に関する

分野についての、具体的な取組みを示す行動プランとして位置づけるとともに、温対法第20条第2

項に定める「温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策」について示すものと

します。

さらに「宇治市地球温暖化対策実行計画（第4期計画）」を、本計画を推進するための市（行政）

の率先した取組みプランとして位置づけます。

■ 地球温暖化防止に向けた動き
国際社会年 国 京都府 宇治市

2006
（平成18）

2005
（平成17）

2007
（平成19）

2008
（平成20）

2009
（平成21）

2010
（平成22）

2011
（平成23）

2012
（平成24）

2013
（平成25）

改正「地球温暖化対策推進法」
全面施行
「京都議定書目標達成計画」
策定

「京都議定書」の発効

北海道洞爺湖サミット

「京都府地球温暖化対策条
例」制定

「第3次環境基本計画」策定

「美しい星 50（クールアー
ス50）」発表
改定「京都議定書目標達成計
画」閣議決定
「地球温暖化対策推進法」改
正
「低炭素社会づくり行動計画」
閣議決定

ＣＯＰ15 で「コペンハーゲン
合意」に留意することを合意

中期目標について方針発表

ＣＯＰ16で「カンクン合意」
を採択

「コペンハーゲン合意」に基
づく排出削減目標の提出
中長期ロードマップの環境大
臣案公表
チャレンジ 25 キャンペーン
の展開

「京都府地球温暖化対策推
進計画」策定

「京都府地球温暖化対策条
例」改正
「新京都府環境基本計画」
策定

ＣＯＰ17で「ダーバン合意」
を採択

「世界低炭素成長ビジョン－
日本の提言」表明

ＣＯＰ18 で「ドーハ合意」
を採択

「第4次環境基本計画」策定
「都市の低炭素化の促進に関
する法律」施行

新「京都府地球温暖化対策
推進計画」策定

「宇治市地球温暖化対策実行
計画（第2期計画）」策定

「宇治市地球温暖化対策地域
推進計画」策定

「宇治市地球温暖化対策実行
計画（第3期計画）」策定

「宇治市第2次環境保全計画」
策定
「宇治市第 2 次地球温暖化対
策地域推進計画」策定
「宇治市地球温暖化対策実行
計画（第4期計画）」策定

宇治市

宇治市環境
保全基本条例

宇治市第5次
総合計画

宇治市第2次環境保全計画

宇治市第2次
地球温暖化対策
地域推進計画

宇治市地球温暖化対策
実行計画（第4期計画）

国

京都府

環境基本法　
環境基本計画
地球温暖化対策の推進に関する法律
京都議定書目標達成計画
低炭素社会づくり行動計画

京都府環境を守り育てる条例
新京都府環境基本計画
京都府地球温暖化対策条例
京都府地球温暖化対策推進計画




